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電気機器の防爆

崔　光石 *

トピックス

１．はじめに
　近年、産業現場において石油、薬品、可燃性液体、
粉体等を取り扱う現場をはじめ、その貯蔵 ･ 保管施設
など、様々な危険場所が増えている。危険場所では一
度事故が起こると、作業員や設備に甚大な影響を与え、
さらに、その周辺にも拡大被害が及ぶことがある。そ
れゆえ、危険場所で使用する電気機器は、爆発・火災
を防止する構造のもので、すなわち防爆電気機器を使
用しなければならない。本報では、電気機器の防爆に
関する有益な資料として、防爆のはじまり、防爆構造、
防爆関連法および評価機関、静電塗装機器の防爆につ
いて順を追って紹介する。

２．防爆のはじまり
　18 世紀、炭鉱内で照明用として使用したローソク
などの裸火によってメタンガスが着火し爆発事故が多
く発生した。このため、坑内で使用する電気機器に対
して爆発防止対策が求められ、英国、ドイツでは約
100 年前の 1910 年頃に炭鉱用電気機器の防爆構造規
格が制定された。
　なお、防爆型電気機器としては英国のデーヴィー

（Humphry Davy）教授により、可燃性混合ガスで満
たされた２個の容器を金属の細管で連結し、一方の容
器内で爆発を起こしても他の容器へ火災が伝搬しない
ことがわかり、細管を金網で置き換えて安全な照明用
ランプが実用化された（写真１）（1）。この防爆型ラン

プは、油を燃焼させて照明に使用しつつ、油の炎によっ
て燃焼するガスの火災は金網を通過するときに冷却さ
れ、金網の外部のメタンガスには着火しない原理であ
る。後で述べる耐圧防爆構造における接合面の機能も、
坑内安全灯の金網の機能に由来するといえる。

３．危険場所の定義および分類
　危険場所とは、事業場で可燃性物質を取り扱ってい
て、作業中に大気に放出・漏洩することにより、爆発
性雰囲気を形成する場所や、同時に着火源としての電
気機器が存在する場所をいう。産業現場では防爆場所
ともいう。なお、ガス・蒸気の危険場所は１桁で３段
階、粉じんの危険場所は２桁で３段階に分類される。
1）ゾーン０（構造規格では特別危険箇所という）
　危険雰囲気が通常の状態において連続して、または
長時間継続して存在する場所。例；可燃性液体の容器、
またはタンク内の液面上部の空間部。
2）ゾーン１（第１類危険箇所） 
　通常の状態において危険雰囲気を生成するおそれが
ある場所。例；正常な運転操作による製品の取出し、
ふたの開閉、安全弁の動作などによって爆発性ガスを
放出する開口部付近。
3）ゾーン２（第２類危険箇所）
　異常な状態において危険雰囲気を生成するおそれが
ある場所。例；危険性料品の容器類が腐食劣化などに
より破損して、それから漏出するおそれがある場所。
4）ゾーン 20（可燃性粉じん危険箇所、爆燃性粉じん

危険箇所）
　空気中に粉じん雲状で、連続または長期間もしくは
頻繁に存在する場所。時間的目安；年間1,000時間以上。
5）ゾーン 21（可燃性粉じん危険箇所爆、燃性粉じん

危険箇所）
　通常の運転中において、空気中に粉じん雲状で時々
生成される可能性がある場所。時間的目安；年間 10
時間～ 1,000 時間。
6）ゾーン 22（可燃性粉じん危険箇所、爆燃性粉じん

危険箇所）
　通常の運転中において、空気中に粉じん雲状で生成
される可能性が少なく、生成されたとしても短時間で
ある場所。時間的目安；年間 1 時間～ 10 時間。
　なお、図１は作業工場・事業所が、どの危険場所に
属するかを把握する際に役に立つフローチャートの一
例である。

* 労働安全衛生総合研究所　電気安全研究グループ　部長代理

写真１　坑内用安全ランプ（模型）
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４．防爆構造の原理
　防爆の基本は、電気機器がもつ着火源（電気火花、
高温等）と可燃性物質又は爆発性雰囲気とを分離する、
着火能力を低減する、又は火炎の伝播を阻止すること
である。主な防爆構造の原理について簡単に紹介する。
1）	本質安全防爆構造（protection by intrinsic safety、

記号：i）は、電気機器を構成する部分（回路）が
発生する電気火花などが可燃性ガス・蒸気の着火
源になるおそれのないことが試験によって確認さ
れた構造である。なお、複雑な電気回路の場合は、
電子部品の故障を考慮した着火試験によって最終
確認する。また、絶縁破壊を防止するため、十分
な空間距離と沿面距離によって導電部分間を分離
する。この構造は電気火花のエネルギーが低い計
測、制御、警報などの低電圧・低電流の電気機器
に適用される。

2）	耐圧防爆構造（protection by flameproof enclosure、
記号：d, 図２）は、全閉構造であって、機器内部
で着火源により爆発が起こった場合に、容器が爆
発圧力に耐え、かつ、接合面のすきまから出た火
炎が外部の爆発性雰囲気に着火しないことが試験
によって確認された構造である。接合面の寸法（す
きの奥行き L とすき W）は規格に定められている。
この構造は内蔵する電気機器に制約はないが、大
型の電気機器に適用する場合はコストや重量に検
討を要する。

3）	内圧防爆構造（protection by pressurized enclosure、
記号：p, 図３）は、電気機器の容器内部に空気、
窒素等の不燃性ガス（保護ガス）を所定の圧力で
封入又は流通させ、容器の内部に可燃性物質の侵
入を防止する構造である。容器内部の内圧低下に
対する保護装置を備えることが要求される。電気
機器外部の爆発性雰囲気と内部の着火源を隔離す
る容器の性能は、保護ガスによる内部圧力に耐え、
保護ガスの漏洩を少なくするとともに、内圧低下
に対する保護装置を備えることが要求される。こ
の構造は、大型電動機、分電盤等に適用される。

4）	安全増防爆構造（protection by increased safety、
記号：e, 図４）は、通常の動作・運転中には、電
気火花、高温部を発生せず、可燃性物質の着火源
になるおそれのないように電気回路を工夫し、安
全性を高めた構造である。電気機器が正常に運転

される場合に限り防爆性が保証されるので、正常
運転が損なわれることのないように使用条件、環
境条件、寿命等に留意する必要がある。この構造は、
かご形誘導電動機、照明器具など多くの電気機器
に適用される。

5）	油入防爆構造（protection by oil immersion safety、
記号：o, 図５）は、電気機器で着火源となる部分を
絶縁油内に収め、着火源が外部の爆発性雰囲気と
接触しない方にした構造である。油の劣化、油漏れ、

図１　危険場所判定のフローチャート（ガス・蒸気）

図２　耐圧防爆構造模式図

図３　内圧防爆構造模式図

図４　安全増防爆構造式図

図５　油入防爆構造模式図
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移動機器における油面の動揺などによる防爆性能
の喪失等に留意する必要がある。この構造は、油
を使用していることから、メンテナンスに難があ
り、変圧器等の用途以外にはあまり使用されない。

５．防爆に関する国内法律・指針および評価
機関

　日本における爆発・火災の防止に関する法律などは、
厚生労働省、経済産業省、環境省、総務省、国土交通
省所管関係法律がある。これらの中から厚生労働省所
管関係法律の一部を抜粋し、紹介する。

【労働安全衛生法】
（第 28 条 2：事業者の行うべき調査等）
　事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、建
設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等による、
又は作業行動その他業務に起因する危険性又は有害性
等を調査し、その結果に基づいて、この法律又はこれ
に基づく命令の規定による措置を講ずるほか、労働者
の危険又は健康障害を防止するため必要な措置を講ず
るように努めなければならない。

（第 42 条：譲渡等の制限等）
　特定機械等以外の機械等で、別表第二に掲げるもの
その他危険若しくは有害な作業を必要とするもの、危
険な場所において使用するもの又は危険若しくは健康
障害を防止するため使用するもののうち、政令で定め
るものは、厚生労働大臣が定める規格又は安全装置を
具備しなければ、譲渡し、貸与し、又は設置してはな
らない。

【労働安全衛生規則】
（第 280 条：爆発の危険のある場所で使用する電気機
械器具）
　事業者は、第 261 条の場所のうち、同条の措置（通
風、換気、除じん等）を講じても、なお、引火性の物
の蒸気又は可燃性ガスが爆発の危険のある濃度に達す
るおそれのある箇所において電気機械器具を使用する
ときは、当該蒸気又はガスに対しその種類及び爆発の
危険のある濃度に達するおそれに応じた防爆性能を有
する防爆構造電気機械器具でなければ、使用してはな
らない。
　なお、防爆構造電気機械器具について厚生労働大臣
が定めた規格として、【電気機械器具防爆構造規格】（2）

（昭和 44 年労働省 1）告示第 16 号；以下「構造規格」
という）がある。しかし、構造規格は、ガス蒸気防爆
構造及び粉じん防爆構造について規定しているが、基
本的要件を定めているだけであり、実際の検定基準と
するには十分ではない。これを補うため、労働安全衛
生総合研究所において防爆指針を発行し、検定基準と
している。
　国内における防爆性能評価機関は公益社団法人産業
安全技術協会（厚生労働省登録型式検定機関）がある。
労働安全衛生法令で定める機械等の検定業務や JIS 基
準による安全性能試験業務および、機械等の認定業務
などを行っている。

６．国際防爆基準と主な国における防爆基準
　化学工場などの爆発性雰囲気での電気機械器具は各
国の法的に認められた防爆構造機器を使用することが
義務づけられている。その中、1996 年、国際貿易を
促進する目的で、IEC（International Electrotechnical 
Commission, 国際電気標準会議）規格を適用規格と
した防爆機器の分野における国際的な認証システム

（IECEx システム）が発足した。すなわち、IECEx シ
ステムは IEC が認定した防爆電気機器認証機関から
発行された IEC 防爆規格適合書（IECEx Certificate 
of Conformity）であれば、すべての参加国において、
それを自国の防爆規格適合書として受け入れるよう
なグローバルな制度である。日本は 2006 年に同シス
テムに加盟し、ExCB（Certification Body, IEC が認
定した防爆電気機器認証機関）及び ExTL（Testing 
Laboratory、試験所）については産業安全技術協会が
2014 年に承認された。毎年、Ex システムの加盟国の
拡大が続いている中、防爆電気機器の IEC 規格適合
証を発行できる認証機関は 40 以上認められている。
IECEx で使用される工場防爆用 IEC 規格の中、ガス・
蒸気関係は 60079 シリーズ、粉じん関係は 60079-31
である。
　一方、欧州（EU（European Union）加盟国）で
は、EN（European Norm）規格があり、その中で防
爆電気機器に関する規格には IEC60079 シリーズと番
号、内容もほぼ同じで IEC 規格に準じた EN 規格が
追加されつつある。また、欧州では 2003 年から、爆
発の危険性のある雰囲気で使用される機器について、
ATEX※ 1 指令に準拠することが義務付けられている。
ATEX 指令と IECEx システムの大きな差を以下のよ
うに述べる。ATEX 指令では、EU 加盟国間の要求
事項の差異を認めていないため、いずれか 1 か国で
ATEX 指令適合品として認定を受けた機器について
は、他の EU 加盟国はそのまま受け入れる必要がある。
これに対し IECEx システムでは、加盟国の個別の追
加要求事項（National Differences）を認めているため、
IECEx システムで適合認定を受けた機器については、
国ごとに別途審査が行われる場合があるという点が異
なる。
　また、米国では NEC（National Electrical Code）に
基づき、FM（Factory Mutual Research Corporation）
や UL（Underwriters Laboratories Inc.）などの民間
機関がそれぞれに防爆規格を定めている。NEC500 に
基づいて制定されている規格は、現在は Division シス
テムとも呼ばれ、米国では主流となっている。

７．静電塗装機に適用されるATEX指令の整
合規格

　静電塗装機の防爆構造については IEC60079 シリー
ズなどで詳細なことは指定されていないため、ATEX
指令の整合規格として EN 規格が適用される場合が多

※ 1	 ATEX と は、appareils destines a etre utilises en 
ATmospheres EXplosibles で、爆発可能性がある
雰囲気で使用する機器および保護システムという
フランス語の略称である。
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写真２	 防爆型液体静電塗装ガン（旭サナック、柳田建三
氏提供）

い。以下に静電塗装機関連の EN 規格の概要について
述べる。
1）	EN50050-1：2013「静電式手持ちスプレイ機器 ‐

安全要求事項パート１：可燃性液体塗料用手持ち
スプレイ機器」（3）

　本規格は液体静電ハンドガンを対象にした規格であ
り、一般要求事項の第一項で単一スパークの最大放電
移動電荷量が 60 nC 以下、あるいは最大放電エネル
ギーが 0.24 mJ 以下となるように設計・製造すること
を製造者に要求している。
2）	EN50050-2：2013「静電式手持ちスプレイ機器 ‐

安全要求事項、パート２：可燃性粉体塗料用手持
ちスプレイ機器」（4）

　本規格は粉体静電ハンドガンを対象にした規格であ
り、一般要求事項の第一項で単一スパークの最大放電
移動電荷量が 200 nC 以下、あるいは最大放電エネル
ギーが 2 mJ 以下となるように設計・製造することを
製造者に要求している。

８．静電塗装ガンの安全機構（5）
　上述の ATEX 指令の整合規格（EN 規格）に準拠
した市販の防爆型静電塗装ガン（HB5000）とその銘
板を写真２に示す。静電塗装ガンの安全性を高めるた
め、高電圧回路部に電流制限用高抵抗（100 ～ 500 MΩ）
を挿入し、出力電流を制限している。一般的に最大電
流は 100 μA である。また、コントローラにも過電流
制限回路が内臓されており、先端のコロナ放電電極が
接地体に接近した場合でも、過電流が流れない仕組み
となっている。なお、被塗物への異常接近時に発生す
るガン電流の急峻な変化を検出したとき、ガン印加電
圧を強制的に遮断する安全機能を持っている。

９．まとめ
　本報では、危険場所で使用する電気機器の防爆を念
頭におき、防爆由来、防爆構造の種類、防爆関連法お
よび評価機関、静電塗装機器の防爆について紹介した。

その中 , 電気機械器具防爆構造規格および国際整合防
爆指針 2015 については参考文献（2）、（6）の URL か
ら常時閲覧が可能である。静電塗装機の防爆、安全機
構の詳しいことは紙面の関係で省略したが、「静電塗
装機に適用される ATEX 指令の整合規格（5）」に詳細
な記述があるので、ぜひ、参考にしていただきたい。
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